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1．はじめに

近年、日本国内の小・中学校で ESDと呼ばれる活動が展開される例が出てきた。この
ESD概念は 2015年には「持続可能な開発目標（SDGs）（UNESCO、2015）」が示され 2016

年から 2030年までの国際的な目標で、「持続可能な世界を実現するための 17の目標と 169

のターゲット（日本ユネスコ国内小委員会，2018）」と変化している。
国内の学校教育においては、2008年 3月に幼稚園、及び小学校・中学校に、また、2009

年 3月に改訂された学習指導要領に「持続可能な社会の構築」との観点が盛り込まれたこと
から、私立・公立を問わず様々な学校で ESDの実践が広まってきた。一方、世代間交流に
関する概念は、2010年に日本世代間交流学会が設立されるまで、日本においては日本世代
間交流協会（2004年設立）での活動や米国の Generations Unitedの活動が主なものだった。
筆者は、2014年以降、東京都多摩地区の小・中学校を主として地域で子どもと高齢者等と
の交流事業を展開している例から ESDとユネスコ・スクールの活動について、調査活動を
行ってきた。本稿においては、この調査を基に、小・中学校が地域と結びつく活動として展
開するユネスコ・スクール等の活動と、世代間交流や ESD及び SDGsの概念の根底にある
共生社会形成概念との関連性を検討する。
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2．先行研究から得る共生社会形成に向けた概念について

1）学校教育が取り組み始めた ESD、及び、ユネスコ・スクールの活動
ESDについては、1992年のリオ・サミット、2002年のヨハネスブルグ・サミットで、日

本が提案国の一つになっていることが指摘されている。すなわち、国連が「持続可能な開発・
発展のための教育」として ESDを世界各国に広めたころから日本は深く、かつ、積極的な
関心を持っていた（UNESCO，2005）。この ESDに関して、鬼頭（2014）は、「従来、狭い
意味での『環境教育』として展開してきたものが、それでは不十分であるとして、現在と将
来世代のために、持続可能な開発に貢献し、環境保全及び経済的妥当性、公正な社会につい
ての情報に基づいた決定及び責任ある行動を取るための知識、技能、価値観及び態度を万人
が得ることを可能にするものとして提起されてきた」と指摘している。
これまで、学校教育における共生に関する考え方は、主に高等学校での生物分野等、科学
的な用語として取り扱われて来た。しかし、20世紀から 21世紀にかけての自然環境の変化
や社会の変化に伴う人間を含めた生物の多様性や、民族間対立の問題や文化の融合等、人類
の課題として問われるようになった。例えば、小嶋（2017）は、中学校での道徳教育に地球
規模の多様性文化共生の考え方を取り入れるに当たって ESDとユネスコ・スクールを整理
した道徳の授業の実践を述べている。また、渡部（2015）は、特別支援教育の分野から共生
社会の形成に向けた交流の在り方として障害のあるなしにかかわらず人と人との関わりにつ
いての考え方や支援の在り方を論じている。すなわち、教育分野では、ESDがユネスコ・
スクールとしてプログラム化されたことにより、その考え方が浸透したことが分かる。2019

年 10月現在、日本国内で 1,116校（幼稚園、義務教育学校、高等学校の外、教員養成系の
大学を含む）がユネスコ憲章に示された理念を実現するために、ユネスコ・スクール・プロ
ジェクト、及び、ネットワークを活用した取り組みを実践している。
また、文部科学省は、学校における特別支援教育の推進上の課題として「共生社会の実
現」を掲げている。この考え方には、世代を超えた人と人の交流や国を超えた人と人との結
びつきや自然環境と人間の融合を見据えた内容等、これからの教育に向けた新たな理念形成
がある。そこには ESDから発展した SDGsとの関連性が存在している。本研究では、この
日々進展する ESDの具体的な展開例として、ユネスコ・スクールや世代間交流の活動から、
ESDと SDGsによる学校教育としての到達点を検討する。

2）世代間交流と ESD、ユネスコ・スクールについて
世代間交流に含まれる世代という用語は、一般的に生物学的な性別や年齢層による区切り
や、共通の心理構造や社会的行動様式をもつ一群の同年齢層の人々を意味する。世代間交流
研究においては、E. Erikson（1997）が、「個人の生涯の発達（ライフサイクル）」の中で述
べる人間の生涯発達全体の年代区分の第 7段階目に相当する Generativityを「世代継承性」
と訳している。
世代間交流研究ではその用語を使用して各年代相互の互恵的活動交流や文化的・伝統的知
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見の継承を述べている。このESDと世代間交流プログラムの関連性について、これまで、佐々
木・草野（2015）は、「ソーシャル・キャピタルとしての世代間交流プログラム」として、
その概念を述べてきた。
一般的に、世代間交流は交流プログラムにより意図的・計画的な活動が行われる。米国の
世代間交流の場合は、州政府や自治体など行政が助成金を出し民間が実施する形で学校支援
活動を推進する場合が多い。例えば米国の場合、Experience Corpsがあり、この活動は「学
校で高齢者が子どもの読み書き能力の向上を支援する世代間交流プログラムである（角間・
草野，2012）。一方、日本の場合は 1960年代頃から、老人会、保育園、小学校などの世代
間交流事業など、産業構造の変化に伴う人口の都市集中、地方の過疎化に伴う自然発生的
なもので、その数はまだそれほど多くなかった（草野，2004）が、1999年の第 1回世代間
交流国際会議（ICPI）後、「イベント型の一過性の活動から学校や施設において積極的・体
系的に活動されるものまで含めた活動」を、我が国では世代間交流と呼んでいる（草野ら，
2009）。
日本の学校では、米国と比較して、地域の高齢者と子どもとの間で共に活動することを積
極的に学校の教科として取り上げる例は少ない。むしろ、地域の自治会活動や公民館活動と
なる場合が多い。しかし、ユネスコ・スクールでは、学校が地域の高齢者と中学生を結びつ
けるプログラムにより大人と地域の子どもという世代間のつながりや、地域を通して郷土文
化を守る活動を取り込んでいる。この活動は、ユネスコ・スクールによる地域共生社会形成
の実践化と見ることができる。
例えば、東京都下のＡ中学校では、総合的な学習の時間を活用して中学生が社会参加す
る地域との連携の在り方を見直している（千葉，2017）。この実践の報告で、校長は教育実
践と ESDとの関連を、「2050年の大人づくり」「孤立から脱却を目指す」との目標を掲げ、
ESDが示す 5つの基本的枠組みを地域の中学生と大人世代との関係構築ととらえ、活動し
ている。また、米国の世代間交流学校（TIS）の例では、創立者のWhitehouseら（2017）
が高齢者と若者世代との交流を例として相互互恵的に学ぶことの重要性を指摘し、Win-Win

の関係が成立していることを述べている。すなわち、ESD、ユネスコ・スクールの活動や世
代間交流の活動は、地域や大人と子どもという日常的な世代間のつながりや相互の交流によ
り互恵的な関係が高まることのみならず、ESDとその発展となる SDGsとの関係性において、
共生の考え方に通じる教育や地域活動の可能性を示していると考えられる。

3）共生社会形成の概念は学校の教育活動を活性化させる　　　　
学校教育の分野で、共生の考え方が取り上げられるようになったのは 2008年の学習指導
要領の改訂で、「生きる力」との表記に関連して「共に生きる力」が示されたことが最初と
いえる。一般的に、共生概念は社会科学を主とする分野で多様性の尊重や社会の凝縮性を実
現するための概念ととらえられている（岡本，2010）（岡本・坂口，2014）。
近年、この考え方を教育実践に結び付け、国際交流のみならずインクルーシブな考え方に
よる障がい理解の問題や、地域社会とのつながりなど協働の概念に立った考えにより、社
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会の共生について考えようとする実践や研究が増えてきている。その背景には、岡本・佐
藤（2012）が述べるような「英国エコ・スクールの展開と日本の学校教育における ESDの
実施・展開への示唆」等、他国の教育実践に学ぶとともに、我が国の課題となるいじめや不
登校の問題、家族観の変化による孤立死や、社会的格差による貧困の問題について、先進事
例を積極的に取り入れ解決を図ろうとする姿勢の現れだともいえる。世代間交流では高齢者
を主とした大人世代と子どもとの相互活動による交流事業を念頭に置くが、子ども世代と多
他世代との関係から学ぶソーシャル・キャピタルとしての相互の関係構築が、教育の場には
多い。関連する研究成果を探ってみると、例えば、小学校のクラブ活動と留学生（大学生）
との交流をテーマにした研究、「多文化共生の実現を目的とした国際交流の実践（服部・林、
2017）」や、「国際教育の進め方に対する一考察―“共生”における生徒の活動―（植木・高
橋、2011）」がある。これらは、まさしく子どもにとってのソーシャル・キャピタルであり、
それは共生社会形成の観点において、ESDの考え方による共生社会形成に向けた価値づけ
だといえる。そして、その考え方には平成 20年 3月の学習指導要領改訂の影響があると考
えられる。また、この共生社会形成の考え方による授業の多くは、学習形態として「調べ学習」
によって行われている。この学習形態も、これまでの学校からすると変化してきている部分
でもある。このことは、子どもにとって主体的な学びの変化だともいえる。これは、SDGs

が示すように、国際目標に応じた活動評価の改善に通じる。例えば、「普遍性」＝すべての学
習に、「包摂性」＝一人一人の子どもに、「参画型」＝意欲が尊重される、「統合性」＝学習の関
連が図られる活動等々、国際目標と変わりゆく学校の姿と重ね合わせると、総合的な学習活
動の見直しにつながる。それはある意味、我が国の教育の新たな到達点を探ることだとも考
えられるし、また、教育の活性化になる。

3．目的及び研究方法

1）研究目的
本論は、ESDの根底にある共生社会形成概念について、ユネスコ・スクールや世代間交
流との関係から学校が取り組んでいる活動実践を分析・検討する。その結果を受け、本研究
では、学校が計画して行う活動に含まれる共生社会形成につながる活動要素を探る。

2）研究方法
東京都多摩地区を主とする小・中学校で、日常的に高齢者との交流を実践している学校を
対象に、高齢者や大人世代と子どもの地域交流について ESD、及び、世代間交流の側面か
ら分析する。また、得られた結果を、学校と地域に存在する共生社会形成の教育的意義と地
域資源から調査し、内容を検討する。
　（1）対象　　　　　東京都多摩地区 4地域（市部）にある小・中学校、及び学校と交流し

ている 9施設（校）に所属する校長等、管理職 9名
　（2）調査の方法　　①活動関与者への半構造化法による聞き取り調査
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　　　　　　　　　　②活動記録文献・資料の内容分析
　（3）実施時期　　　2014年 5月～8月、及び、2018年 4月～9月（調査対象者の異動に

よる補完的な調査）
　（4）分析方法　　　得られたデータを基に「質的分析法（佐藤、2008）」を参考にした質

的分析を行う。手順は、「語りの抽出」「定性コーディングによるセグ
メント作成」「焦点化コーディングによるカテゴリーへ分類」「事例コー
ド作成」「再文脈化」の順で行う。

3）倫理的配慮
研究に当たっては、聞き取りを行う当事者に研究の主旨とその活用の方法について事前に
説明を行い、了解の得た場合のみのものをデータとして使用した。また、記述にあたっては
出来るだけ匿名とし、個人や地域が特定化されないように配慮した。

4．結果　

調査を行った地域と主な活動内容は表 1の通りである。地域Ａでは、地域の高齢者を学校
へ招待するなど季節ごとの交流や、それぞれの施設が同じ建物内に存在することから、一定
のルールのもとに相互の施設を利用する活動が行われていた。地域Ｂではおよそ 30年弱に
わたる施設間での相互訪問による高齢者との交流の活動が行われていた。また、この実績を
活かして日頃から地域の自治会や住民としての高齢者を学校に迎えるなどの活動が教育計画
に位置付けられていた。地域Ｃではユニセフ・スクール事業による ESDが盛んに複数の学
校で実施されている。地域Ｄは、近隣地区の活動情報に触発され、他の地域と同様な活動を
進めるべく活動が始まった地域であった。以上の結果を基に、4地域、9施設（校）に対し
て聞き取った内容から、表 2に示すカテゴリー表を作成した。

1）焦点化されたカテゴリー群の標語
各学校が行う活動に関して行った聞き取りをセグメント化し、そのセグメントに含まれる

ID数に応じてさらに分析したところ、焦点化されたカテゴリーが 5つになった。
第一となるカテゴリーを「活動のきっかけ」と名付けた。これをサブ・カテゴリーに分類
したところ、「方針に基づく計画」と「慣例に基づく計画」の二つが得られた。

表 1　対象地域の主な活動内容

地域 調査対象数主な活動内容 (特に地域及び高齢者との関係 活動の分類 参加者 活動開始時期

A 2名 高齢者交流 (学校招待）、伝統文化継承 世代間交流 住民（高齢者）と小学生 1989年頃から

B 2名 施設相互訪問⇔高齢者交流、伝統文化継承 世代間交流 高齢入居者と小学生 1980年頃から

C 3名 街づくり、キャリア教育、伝統文化継承 ESD 地域住民と中学生 2010年頃から

D 2名 地域訪問、学習支援、伝統文化継承 未分類 地域住民と中学生 2015年頃から
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第二のカテゴリーは、学校が日頃から地域との協働的な考え方を持ち、地域の活動を教材
化していることから「地域との関係性」と名付けた。この「地域との関係性」とは、学校の
側面を支援する環境の一部だといえる。この環境があって、地域から通学する子どもとその
保護者が学校と結びつく。これが学校を取り巻く風土や地域での互助関係、学校設立の歴史
や文化を構築しているといえる。このカテゴリーが学校を取り巻く風土と時間軸（歴史）を
示している。それが、サブ・カテゴリー化された。
第三番目のカテゴリーとして「活動効果への期待」を抽出した。これは、第一番目のカテ
ゴリーが示すきっかけとの関係により生じている。この「活動効果への期待」は、さらに「期
待通りの結果」と「内容修正が必要」にサブ・カテゴリー化される。
その他、少数の内容により第四と第五カテゴリーを得た。これは、少数ではあるが学校で
の試行錯誤の様子を示し、試行錯誤期間から得られた地域との関係や、学校内部での意見の
違い等、学校内の意識が変化する過程の諸事情といえる。ゆえに、第四のカテゴリーを「参
加者の変容」と名付け、その内容から「相互互恵の関係」と「時期尚早の関係」の二つに、
サブ・カテゴリー化した。その他、特定の学校に分類された限定の活動であったが、第五の
カテゴリーとして「未来への発展」を読み取った。
本研究ではこの分析結果を、共生社会形成の概念から捉えなおし、表 2の右側部分のよう

に共生社会形成につながる要素を読み取った。また、得られた事例は、ID化されコード別
に分類している。

表 2　カテゴリー一覧（活動内容の分析結果）

カテゴリー サブ・カテゴリー コード（該当事例 ID） 共生概念との関係

活動のきっかけ
方針に基づく計画

教育委員会の方針を受けた活動（A）（C）（D） 福祉教育、ESD

学校としての独自性（C）（D） ESD、世代間交流
教育活動の活性化（A）（C）（D） ESD、世代間交流

慣例に基づく計画
教員のボランティア活動から始まった（B） 福祉教育
クラブ活動への取り入れ（B） 福祉教育、特別活動

地域との関係性
長期的な関係

歴史的に地域との結びつきが深い（B） 世代間交流
地域に卒業生が多く住んでいる（A）（B） 世代間交流
親子・孫と、多世代にわたる関係（A）（B） 世代間交流

関係構築による関係 生徒指導のための関係構築の必要性（C）（D） ESD

活動効果への期待
期待通りの結果

長年にわたり継続した活動の維持（A）（B） 世代間交流
地域との意思疎通が高まった（B）（C） ESD、世代間交流
教員・保護者ともども子どもを見る目が変わった（B） 世代間交流

内容修正が必要
教員の意識が変わった（B）（C） ESD、世代間交流
リーダとなる人の異動が継続に影響（C）（D） ESD

参加者の変容
相互互恵の関係 地域コミュニティとしての活動づくり（A）（B）（C） ESD、世代間交流
時期尚早の関係 まだ地域に学校の考えが浸透していない（D） ESD、世代間交流

未来への発展 もっと、子どもや地域のための活動づくりができないか（C） ESD、世代間交流
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2）校長・副校長等が受ける心理的・内面的な側面から再分析したカテゴリー
聞き取り結果を、校長・副校長等が受ける心理的・内面的側面から再分析したところ、表

3を得た。この分析では、学校が計画した活動が教員の指導により子どもに直接的に伝わる
ものと、結果として評価されたものが届くとの二系統の情報により示されることから、聞き
取った内容のうち、校長や副校長等学校を経営する立場のものが受け止める活動への評価と
して第一のカテゴリーを「学校運営の効果」と名付けた。そしてこれは、「地域からの信頼度」
と「相互互恵的観点」に分類した。
第二のカテゴリーは「外部評価」であり、サブ・カテゴリ―は「学校開放の受け止め方」「子
どもの変容」「交流頻度」である。
聞き取りによると、各学校の校長・副校長等、学校経営に携わる部門は地域との関係づく
りに苦慮していることが分かる。すなわち、地域等外部との最初の接点が校長・副校長であ
り、諸活動の評価の窓口である。ゆえに、各学校は学校と地域の関係に配慮している。また、
その関係は、地域と学校の地理的条件や歴史的経過によって異なっている。ゆえに、このカ
テゴリー、及び、サブ・カテゴリ―は、ある意味、今日の学校が抱える実態を示す。また、
この結果を共生社会形成の考え方との関係性から見てみると表 3の右側に表示される標語を
得た。この標語は「積み重ねが必要」と「相互互恵的関係強化」の 2つに集約される。

表 3　校長・副校長が活動成果から受ける内面的・心理的な効果
カテゴリー サブ・カテゴリー コード（該当事例 ID） 共生概念への移行度

学校運営の
効果

地域からの
信頼度

身近な変化
アンケート等の記述の変化（B）（C）

積み重ねが必要
PTA等の活動変容（A）（B）（C）

側面支援の変化 教育委員会との関係（A）（B）（C）（D） 相互互恵的関係強化

相互互恵的観点
教員の変化 学校経営に対する教員の意識変化（B）（C）（Dの一部）

相互互恵的関係強化
教育効果の促進

地域行事への参加（A）（B）（C）
学校行事への協力度（A）（B）

外部評価

学校開放の
受け止め方

地域等との距離感
施設の利用度の変化（A）（B）

積み重ねが必要苦情等の変化（B）（C）（D）
課題は残るが展望あり 地域行事への教員の関与（B）（Cの一部）

子どもの変容
地域の変化 授業参加等学校行事への参加度の変化（A）（B）

相互互恵的関係強化
日常的変化 授業態度等生徒の変化（C）（D）

交流頻度
互恵性へのつなぎ ボランティア等への関与度（A）（B）

積み重ねが必要
未来展望 他の活動での協力関係（B）（Cの一部）

3）好事例と難事例から見た共生社会形成過程での学校課題
本研究は、さらに、事例に散見したエピソードを目的に沿って進展する事例と逆に難航す
る事例に分け、その過程を分析した（表 4参照）。この結果について、倫理的配慮に配慮し
つつ分析結果を述べると、良好な関係と難しい関係では、学校内での教員の相互理解、すな
わち、校長・副校長等の考え方を仲介する人材やその機会の有無が分かる。
例えば、良好な活動となっている事例では、初期には活動をめぐって意見対立の関係があっ
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たという。そしてそれは、一部の教員の思い付きの活動を何ゆえに教科に位置付ける必要が
あるのかとの反駁であったという。しかし、これも活動を受け入れる地域側の反応、子ども
を持つ保護者の反応から反転したという。すなわち活動は有用なことであり、活動に参加し
た子どもの姿や、子どもと大人の関係が変わったとの指摘が対立を消去したとのエピソード
が紹介されている。同様の声はやや順調に進む事例でも語られている。また、ある地域の学
校では、校長が活動の推進を図ったが最初の数年は活動が低調だったという。これも社会教
育の分野で活動の経験があった教員が異動して来たことから教員の理解に変化が見られたと
いう。
一方、進展が難しい例の場合には、活動の中に、中心に立ち、活動を受け止めたり意義を
整理する仲介役（行司役）の教員が見えない。すなわち、活動へ積極的に関与する仲介役が
見られない。

表 4　エピソード（聞き取りから得られた）分析結果

関係性 
学校内に生じた変化や行動 地域との間に生じた変化や行動 

教員意識・地域との関係 子どもの活動 教員意識・地域との関係 子どもの活動 

良好な活動
となる事例 

活動が年間計画に入る。
立案者がいる。 

自発的な応募。子ども同
士誘い合う。 

地域に積極的に依頼す
る。毎年行う。 

活動を楽しむ。地域を知
ろうとする。 

やや順調に
進む事例 

活動が教科に位置付けら
れた。 

活動差はあるが参加数が
増えている。 

地域行事に参加すること
で気付く。 

次の活動を楽しみにして
いる。 

進展が難し
い事例 

活動する教員としない教
員が出てくる。 

子どもに活動趣旨が伝
わっていない 。

活動に協力的でないと批
判。 

呼びかけられたときのみ
参加する。

5．考察

1）学校はより地域と密接した関係の構築を目指している
聞き取りの結果を総括すると各学校とも、地域との協働・協同する活動を通してより密接
な関係構築をしたいと考えている。例えば、それぞれの活動は第一カテゴリーに含まれる「慣
例に基づく計画」に代表されるような、歴史が古く、地域との長い付き合いの中から活動が
始まった学校もあれば、歴史が浅い故、必要に迫られ一部「方針に基づく計画」となった学
校等、事情が異なる（表 2、表 3）。それでも学校は、地域との一体感の中に、少子高齢化時
代に対応した学校経営を進めたいと考えている。
しかし、学校そのものが自治体での設立であるため、結果的に教育委員会等の施策や評価
を気にすることは仕方のないことである。そのために、カテゴリーには「方針に基づく活動」
が出てくる。それでも、第二のカテゴリーは、学校が乗り越えたいとする意志の表れと見る
ことができる。この項目には、各学校が活動の見直しを図り、独自の考え方による地域との
共生社会形成関係構築を求めようと試行錯誤する姿が読み取れる。
例えば、ESDを根底に置くユネスコ・スクールを主に行ってきたＣ地域を中心とする学
校では、当初、活動内容に世界的な潮流の問題が取り上げられため、その活動はエネルギー
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問題や環境問題を強く意識し、どの学校でも取り上げる一般的な活動が多かったという。し
かし、この活動は、校長のリーダーシップと教員のボトムアップによる提言で地域の人々と
の交流等、人と人のつながりや協働を意識した活動に変化して行く。また、Ａ地域やＢ地域
では、地域の人と接することにより、教員側に子どもの住む街を意識するなど意識に変化が
あったという。この学校ではこの変化により学校が独自の体系を見直している。この結果が、
カテゴリーの「地域との関係性」「活動効果への期待」との標語を導いている。ただし、「校長・
副校長が受ける心理的・内面的な側面」から再分析した結果では、一部のカテゴリーとサブ・
カテゴリーの標語が逆になることから、学校が活動を進める活動の優先順位には、なんらか
の要因があることが伺える。また、少数ではあるが、Ｂ地域を主に「参加者の変容」や「相
互互恵の関係」への発展が得られることは一定の活動成果といえる。しかしまだ、学校内に
互恵の考え方が浸透していないため「時期尚早の関係」の地域もある。

2）各学校は、活動の理念に共生社会形成の概念を取り入れたいと考えている
聞き取り結果を学校側の効果に見立てて再分析をすると、表 3が得られる。表 2を活動実
態とするならば、表 3は校長・副校長の立場を心理的・内面的な側面から探ったものといえ
る。すなわち、どの学校も活動評価は気になる。したがってこの結果は、学校としての計画
の継続・発展性、進捗の状況分析が問われるといえる。
ある学校では、子どもの変容の他に教員の意識変化を重視していた。その事例では、子ど
もの変化は当然であるが、教員の意識が変わったときの計画の見直しが次のステップにつな
がる「互恵性へのつなぎ」になったと述べている。このことを受けて、この研究ではこの変
化を、「未来展望」の効果と述べた。また少数の地域ではあったが、「課題は残るが展望はあ
る」と表現した学校があった。これは、中・長期的な展望における関係改善に向かった好事
例と受け取れる。すなわち、この学校は、地域との連携により、より地域が子どもを育てる
との「共生社会形成」の考えが教員の意識に生じたことで、地域と密接な結びつきを求める
学校を作ろうと考えたということであろう。
このような事例は、学習指導要領の改訂の前後から生じているともいえる。特に、2008

年の「総合的な学習の時間」の設定は学校に大きな変化を与えている。すなわち、調査した
ほとんどの学校が「総合的な学習の時間」が始まったことを積極的に活用し、かつ、教科と
教科を関連付けた指導を強く意識していることからもこれは裏付けられる。
一方、この改訂以前から、Ａ地域及びＢ地域の学校では独自の工夫により地域と深く結び
ついた活動を行っていたものもある。この学校の場合には、実施にあたっては教育課程上の
工夫を行っている。すなわち、教科の位置づけに配慮していた。この工夫も生活科の設立に
より整理された。具体的には小学 1・2年生の活動は生活科、学校外の活動を特別活動に充
てるなどの工夫が可能になった。その後、総合的な学習の時間の設立により、他の教科との
バランスが取れるようになっている。このことからも、学習指導要領に記述された「共生の
実現」が学習活動に位置付き始めた。
この地域Ａ・Ｂでは、小学校 1・2年の生活科を活用した地域との交流活動を進めていた。
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ただし。この実践を生活科以外に広める場合において、教科の扱いで工夫して臨まなければ
ならなかったのである。ただ、これらの活動の概念形成において、その意義を世代間交流や
ESD、ユネスコ・スクールに求めた場合、学校が十分その意義まで把握していないのが現状
である。しかし、ESDとユネスコ・スクールは「方針に基づく計画」であることから教育
課程での位置付けは明確である。また、地域での共生社会形成とする共生概念に関して理解
がまだ十分とはいえず、活動する学校数もまだ限定的だともいえる。制度上、この問題を解
決するには教育課程特例として研究開発校の指定を受けなければ、法令を越えた活動ができ
ない。

3）小・中学校の地域活動に相互互恵的観点の概念確立はできるのか
各小・中学校とも現代社会が抱える課題に対応するとともに、地域に生きる子どもたちに
とっての学びの環境を整えるために活動を展開している。その目的は学校であるゆえに活動
は教科指導を第一とするが、子どもにとって学びの成果を示す社会的な場所は身近な地域で
あることから、本研究が述べる大人（高齢者）世代との関係構築は子どもの成長にとって重
要な課題だといえる。特に、世代間交流や共生社会形成に関する考え方は、急速に進む高齢
化社会ですべての人間にかかわる課題である。ただ、学校の場にはこの考え方に関して十分、
かつ、適切な定義が浸透しているとはいい難い。
本研究では、主にＣ地域の活動を取り上げた。このＣ地域の場合、この地域にとっては地
域再生が自治体にとっての目玉事業となっている。しかしこの場合、子どもにとって大人世
代を地域の人とした場合、それは保護者なのか、それとも自治会や商店会といった地域に住
む人々なのか、また、地域の伝統継承者の人たちなのか曖昧である。また、その活動そのも
のもイベント的一過性となることが多い。さらに、交流が学校への招待となる一方向の交流
にならざるを得ない。それはまた、ESDが SDGsの目標を目指すとするならば、人権や人
口変化という世界共通の課題が、教育の上で抽象的にならざるを得ないということになる。
それでは、福祉教育に含まれる高齢者の問題、貧困の問題、社会的弱者の問題等が、教育活
動から切り離され、地域共生のもつ互恵的な関係の主語が見えにくくなってくる。
Ｃ地域では、この課題を校長のリーダーシップにより打破している。この学校では校長の
経営方針を短いキャッチフレーズで伝える手法により、地域の住民に分かりやすい活動の方
向性を示している。ただ、カタカナによる文章が多用されるため、言葉によるイメージ伝達
の傾向が強くなる恐れがある。この校長はそれを利用して、国語の漢字テストに置き換えた
配布物にするなどにより、子どもの興味関心につなぐなどの教育的指導を加えることで、ユ
ネスコ・スクールのねらいが分かり易く解説するなど地域と、地域の人々の関係を子どもと
地域に示す工夫を凝らしていた。
すなわち、一方通行であるときには、方向に応じた説明や反応を受け取る場を設定できて
いる。これは、小さなことであるが互恵性の芽を作る一つの方策ともいえるのではないか。
このＣ地域では、この取り組みが、ときどき地域のタウン誌に取り上げられ、地域情報発信
紙経由によって「教育と地域の一体化の可能性」が戦略化されていた。また、この成果が教
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員の意識変化を起こし、教員による地域交流計画のボトムアップにつながったと校長は述べ
ている。しかしながら、難しい例では地域住民と学校の間に乖離した関係が読み取れる。す
なわち、活動が難しい例では目的と計画がつながりにくく、学校側の空回りになっているこ
とが多いのである。

6．まとめと課題

本研究は、ESDやユネスコ・スクール活動に世代間交流につながる共通の概念として見
られる共生社会形成に向けた学校教育の実践を、聞き取り調査の結果から分析・検討してき
た。その結果、調査した小・中学校では、実践の結果から得られた子どもの変化や、その背
景にある地域や保護者の変化を生かした関係の構築を図り、より地域と密接した学校づくり
を進めようとしていることの一部が分かった。
一般的に、学校は学習指導要領の改訂に伴い「共生社会の実現」に関する事項が表記され
たことにより、学校として人権や福祉を含めた教育環境の構築を教育課程に位置付けやすく
なっていることも分かった。
ただ、今日の我が国の状況を考えると高齢化社会への対応は、福祉の問題だけでは済まさ
れないことが明らかである。そのためには、高齢者を時代の外に放り出すのではなくその知
恵や力を活用することも必要な視点となってくる。その命の連続性が本来の「生きる力」を
育むことといえる。
本研究で明らかにしようとした ESD、ユネスコ・スクール、そして世代間交流活動には、
すべて基本的な概念が共通化している。しかし、それも ESDが SDGsとして新たな展開を
進めたように、次世代の行動目標に向けた見直しと、その目標に向けた活動の展開が求めら
れている。そのためには、これからの学校教育の中に、実現できる共生社会形成に向けた活
動の在り方を深く探る必要がある。
今回、一部の地域調査により検証を試みたが、検証結果が一般化されるためには、より広
範囲な調査と検証が必要であり、今後の課題といえる。
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